予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　新子育て支援活動活性化促進事業費補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　健康福祉部　子育て支援課　子育て支援係　電話番号：058-272-1111（内2680）

　　　　　　　E-mail： c11236@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　5,000千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	5,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,000

	決定額
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・各市町村において地域子育て支援拠点事業により子育て相談や子育て親子の交流、子育て関連情報の提供などを実施しているところであるが、ＤＶ被害の母子や障がい者世帯の子育てなど、地域子育て支援拠点では対応しにくい、個別ケースに応じた支援が必要な場合がある。

・市町村単位では事例が少なくて手の届きにくい子育てに困難を抱える世帯に対し、ＮＰＯや団体等が行う広域的な子育て支援活動に要する経費に補助を行うことにより、民間の自主的な子育て支援活動の活性化を図り、子育て世帯の孤立化の解消・不安感等の緩和につなげていく。
（２）事業内容

【補助対象事業】

　・地域の中で孤立しやすい子育て世帯を支援する活動

例：ひとり親の交流の機会を提供する活動

・特別な支援を必要とする子育て世帯を支援する活動

例：障がいを持つ親、多胎児の親、外国籍の親子等を対象とした活動
　
【補助対象者】
　　・県内で活動を行っている団体もしくは個人
【補助額等】
　　・補助率　　事業実施に必要な経費の10/10以内（上限額　500千円）
　　・補助予定件数　10団体・個人
  【事業報告会の開催】

　　・補助事業実施後、活動報告会を市町村職員等向けに開催

（３）県負担・補助率の考え方

　　　　県内の広域的な地域における子育て支援の充実に不可欠な事業であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	5,000
	ＮＰＯ等の子育て支援活動に対する活動経費の補助

	合計
	5,000
	


	　決定額の考え方　

　補助予定件数を精査して５件分とし、ぎふっこ応援基金を充当します。



４　参考事項
（1） 各種計画での位置づけ
・長期構想　３「清流の国ぎふ」づくり

　　　　　　　　　　（４）地域を支え、未来を担う人づくり　　

　　　・岐阜県少子化対策基本計画　
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　民間の子育て支援活動の活性化を図るとともに、地域と連携して子育て支援活動を実施することにより、地域の子育て支援機能を高め、どこにも相談できない、近くに相談する相手もいない事情を抱えた少数派の子育て世帯の孤立化を防ぐ。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	　民間の自主的な子育て支援活動を地域と連携して実施し、今後の団体の自主事業や地域へつなげていくことが目標であり、数値目標にはなじまない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　



（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○
	行政では行き届きにくい細やかな子育て支援が可能となり、地域における子育て支援機能の向上が期待され、子育て世帯の孤立化・不安感の解消につながる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　各市町村においては、地域での子育て支援ニーズの的確な把握に努めてい

るところであるが、すべてのニーズを把握することは困難である。また、各
市町村においては事例が少数であり、交流事業等が実施できるだけの子育て
世帯数が集まらない場合、広域的な事業実施が必要となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　交流会、育児セミナー、ウェブサイトなどを通じて、同じ境遇の親同志が気軽に参加できる‘ゆるい’集会、子育ての悩みを共有できる場(ウェブサイト)を提供し、仲間づくりをしてもらうなど、民間の自主的な子育て支援活動と連携・協力することにより、これまで孤立していた世帯や、課題を抱えていた世帯に対する支援を行う。
　事業期間は３年間とし、関係団体や市町村との橋渡し、広報など側面支援を行いながら、団体の自主事業を促す。


